
教職員のワクチンの優先的な追加接種の取組状況の調査結果について 

令 和 ４ 年 ３ 月 ２ 日 

文部科学省初等中等教育局 

初等中等教育企画課  

文部科学省では、教職員を対象とした新型コロナワクチンの優先的な追加接種の取組状況

について把握するため、標記の調査を実施しました。結果は以下のとおりです。 

調査対象：都道府県教育委員会（47）、市区町村教育委員会（1739）（※） 

（※）特別区、広域連合及び共同設置の教育委員会を含み、一部事務組合を含まない。なお、共同設

置の教育委員会についてはそれぞれの自治体から提出。 

調査時点：令和４年２月 24日（木） 

＜教職員の優先的な追加接種の取組状況＞ 

①既に実施

している

②2月中に

実施予定

③3月以降に

実施予定
④検討中 ⑤実施しない

①既に実施

している

②2月中に

実施予定

③3月以降に

実施予定
④検討中 ⑤実施しない

北海道 ○ 90 14 45 12 18

青森県 ○ 18 7 12 2 1

岩手県 ○ 11 4 14 3 1

宮城県 ○ 14 5 5 6 5

秋田県 ○ 6 4 9 2 4

山形県 ○ 17 9 7 0 2

福島県 ○ 17 19 15 4 4

茨城県 ○ 36 2 3 3 0

栃木県 ○ 10 5 6 0 4

群馬県 ○ 34 0 1 0 0

埼玉県 ○ 35 12 9 5 2

千葉県 ○ 28 4 11 9 2

東京都 ○ 32 10 1 3 16

神奈川県 ○ 16 5 7 4 1

新潟県 ○ 8 7 13 2 0

富山県 ○ 7 6 0 1 1

石川県 ○ 18 0 1 0 0

福井県 ○ 2 7 6 0 2

山梨県 ○ 15 7 5 0 0

長野県 ○ 77 0 0 0 0

岐阜県 ○ 20 12 10 0 0

静岡県 ○ 9 8 11 3 4

愛知県 ○ 34 7 9 4 0

三重県 ○ 14 5 3 2 5

滋賀県 ○ 12 1 4 1 1

京都府 ○ 19 2 1 2 0

大阪府 ○ 22 8 5 3 5

兵庫県 ○ 15 4 7 3 12

奈良県 ○ 16 6 9 3 5

和歌山県 ○ 12 6 8 1 3

鳥取県 ○ 13 3 1 1 1

島根県 ○ 9 1 4 0 5

岡山県 ○ 11 6 4 2 4

広島県 ○ 19 1 1 0 2

山口県 ○ 14 3 1 1 0

都道府県の取組 市区町村（指定都市を含む）の取組（該当自治体数）



 
（※）｢実施｣とは、対象となる教職員が接種可能となる状態を指す。 

（※）都道府県の回答における｢①既に実施している｣には、都道府県の大規模接種会場等において教職員の優先接種を実施しているもの 

のほか、都道府県から域内の市区町村に対する要請により、域内において概ね教職員の優先接種が実施されている状況も含む。 

（※）「合計」の括弧内の数字は都道府県（47）、市区町村（1739）の総数に占める割合（小数点第２位以下は四捨五入） 

 

【参考】政令指定都市の状況（「市区町村（指定都市を含む）の取組」の該当自治体数の内数） 

＜教職員の優先的な追加接種の取組状況＞ 

 
（※）｢実施｣とは、対象となる教職員が接種可能となる状態を指す。  

徳島県 ○ 23 1 0 0 0

香川県 ○ 9 5 3 0 0

愛媛県 ○ 14 2 4 0 0

高知県 ○ 19 9 6 0 0

福岡県 ○ 30 6 9 6 9

佐賀県 ○ 11 2 2 2 3

長崎県 ○ 10 3 3 1 4

熊本県 ○ 6 11 10 6 12

大分県 ○ 14 2 2 0 0

宮崎県 ○ 13 4 9 0 0

鹿児島県 ○ 19 4 8 3 9

沖縄県 ○ 25 3 5 4 4

合計 35(74.5%) 4(8.5%) 8(17.0%) 0 0 923(53.1%) 252(14.5%) 309(17.8%) 104(6.0%) 151(8.7%)

①既に実施

している

②2月中に

実施予定

③3月以降に

実施予定
④検討中 ⑤実施しない

札幌市 ○

仙台市 ○

さいたま市 ○

千葉市 ○

横浜市 ○

川崎市 ○

相模原市 ○

新潟市 ○

静岡市 ○

浜松市 ○

名古屋市 ○

京都市 ○

大阪市 ○

堺市 ○

神戸市 ○

岡山市 ○

広島市 ○

北九州市 ○

福岡市 ○

熊本市 ○
合計 17 3 0 0 0


